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研  究  課  題  

 

 コミュニティの移動性と領域性に関する比較研究  

 

研  究  期  間  

 

２０１８  年  度  

 

研  究  経  費  

（ 1 円単位）  

 

（支出金額）  480,534 円  ／（採択金額）  495,000 円   

 

研究の概要（２００～３００字で記入、図・グラフは使用しないこと） 

本研究の主題は、現代の都市社会で生きる人びとが、社会空間や社会関係をどのように境界づけ、その境界を作り

変えていくのかという、「コミュニティの領域性（territoriality）」をめぐる問題である。コミュニティの成員の入

れ替わりの早さという、移動性（mobility）の問題を組み込むため、「集合的な出来事（collective events）」に焦点

を置く「イベント・アプローチ」を採用し、特定の場所で生起する複数の出来事の比較分析によって、コミュニティ

の領域性に周期性や変動をもたらす歴史社会的条件を明らかにする。実証的には、筆者がこれまで行ってきた、東京

のインナーシティ・新宿大久保地域における事例研究と比較可能な水準で、東京郊外の立川砂川地域をフィールドと

して新たな事例研究を行う。二つの事例の歴史的・地域的な比較研究から導かれる理論的成果は、都市社会学・地域

社会学の学問領域において、制度分析、ネットワーク論、構築主義へと分離したコミュニティ論の再統合を推進する

ものである。 

 

キーワード（研究内容をよく表しているものを３項目以内で記入。） 

〔   コミュニティ   〕〔  移動性（mobility） 〕〔  領域性（territoriality） 〕 
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研究成果の概要（図･グラフ等は使用しないこと。） 

2018 年 4 月から 2019 年 3 月にかけて、立川砂川地域で活動する「市民グループ H」へ

の参与観察を主軸とするフィールドリサーチを行ってきた。「市民グループ H」は砂川闘争

当事者の子息が元・米軍立川基地拡張予定地に建設した資料館を活動基盤としており、砂

川闘争に関わる一次資料の収集・整理・展示、フィールドワークや講演会などの企画実施、

子ども食堂などの地域貢献を行っている。筆者はその主要な担い手の一人として、月 1 回

の定例会および随時的な企画の運営に携わる形で、インフォーマントとの信頼関係・協力

関係の構築につとめてきた。とりわけ 2018 年中は、その前年から継続していた資料館家

屋の改築・修繕作業に多くの時間を費やすこととなった。資料館づくりを進めていく過程

で、今後の調査研究の活動基盤の整備を行ってきた。  

 

主な調査・活動実施日と内容  

・ 4/1  定例会  

・ 4/22  臨時会議  

・ 5/3  協力団体開催の集会  

・ 5/13  定例会  

・ 5/17  フィールドワーク企画準備作業  

・ 5/19  フィールドワーク企画（基地跡地）  

・ 5/26  フィールドワーク企画会計作業  

・ 6/10  定例会  

・ 7/8  定例会  

・ 8/12  定例会  

・ 8/20 -23  資料館の修繕作業  

・ 9/9  五日市への研修および定例会  

・ 9/22  集会運営会議  

・ 10/6  集会運営会議  

・ 10/14  定例会  

・ 11/4  砂川闘争および基地跡地利用に関する集会  

・ 12/2  反省会  

・ 12/9  定例会および忘年会  

・ 12/27  資料館の清掃作業（大掃除）  

・ 2/10  定例会および新年会  

・ 3/2  資料館運営会議（立ち上げ）  

・ 3/10  定例会  

・ 3/28  集会の準備作業  

・ 3/31  伊達判決 50 周年に関する集会  

 

 またこれらの参与観察および実践と並行して、 SFR 研究費を活用して、立川砂川地域お

よび隣接地域における郷土資料、地誌、先行研究の系統的な収集を行ってきた。入手困難

なものに関しては、 SFR 研究費で購入したスタンドスキャナーを活用し資料収集にあたっ

た。今後の本格的な調査研究にむけた基礎資料の収集は一定程度達成された。  

 フィールドリサーチ及び文献収集の結果として、本研究の主題であるコミュニティの移

動性と領域性の変動を比較分析するための仮設的な時期区分を行うことができた。以下、

4 つの重要な時期にわけて、新たに生成されたリサーチ・クエスチョンおよび今後の調査

研究の方法について説明する。  
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研究成果の概要（つづき） 

事例ⅰ） 1950 年代の基地拡張反対運動  

地権者である地域住民のみならず、当時の砂川町長をはじめ、三多摩労働組合、首都圏

の学生団体、日蓮宗妙法寺の僧侶たちなど、多様な移動性を持つ人びとが結集し、複数の

抗議活動を展開した。新田開発期の集落形成史に由来する地域内の境界や、地域に内閉す

るローカルな領域性を超えて人々の結集を可能とした条件は何だったのか。  

 

事例ⅱ） 1960 年代から 70 年代のベトナム反戦運動  

基地拡張の測量が中止した後、地域住民は日常生活に戻っていく者と、三里塚闘争や反

基地闘争との連携を持ち続けた者とに表面上は分かれ ていった。それに伴い、ベトナム反

戦運動へと運動を継続した学生たちと彼／彼女らに拠点を提供してきた地権者たちとの関

係性も変化していった。こうした領域性の変化はどのような条件によって引き起こされた

のか。  

 

事例ⅲ） 1990 年代の砂川中央地区まちづくり推進協議会の活動  

基地跡地利用を含めた砂川地区の再開発計画策定のため、「砂川闘争」後、微妙な距離感

を保ってきた地元住民たちは、再び結集する。この時、コミュニティの領域性はどのよう

に変化したのか。一方で、国有地では「自主耕作」や市民グループによる「公園づくり」

が進められていた。両者の間にどのような連携があったのか、あるいは無かったのか。  

第ⅰⅱⅲ期の調査方法としては、質的コーディングを用いたドキュメント分析を基軸と

し、活動当事者への半構造化インタビューを補助的に用いる。「砂川闘争」に参加した基地

拡張反対同盟の関係者、三多摩労働組合員、学生、ジャーナリストらによる手記や映像記

録が相当量発行・出版されており、これらの資料が、立川市立図書館、立川市歴史民俗資

料館、砂川学習館に所蔵されていることを確認している。加えて、「市民グループ H」「市

民グループ T」が保管している、当時の一次資料（チラシ、パンフレット、ミニコミ、手

紙、名簿等）の活用が可能である。さらにこれらのデータを、国土地理院が公開している

航空写真データと組み合わせることで、「集合的な出来事」の展開（いつ、どこで、誰が）

を空間的に捉えなおし、コミュニティの領域性を把握することが可能となる。  

 

事例ⅳ） 2010 年代の「市民グループ H」の活動  

2012 年、地権者であり砂川基地拡張反対同盟の当事者である女性が、「砂川闘争」を語

りつく手作りの「資料館」づくりをはじめた。やがて学生、地元住民でもある郷土史家、

元教員、元公民館職員らが集まって活動が展開し、やがて他の市民グループらとも連携を

図るようになっていった。この時、コミュニティの領域性はどのように変化していったの

か。  

第ⅳ期に関しては、「市民グループ H」への参与観察と活動当事者への半構造化インタビ

ューを行う。筆者は 2017 年より当該団体への予備調査を継続しており、インフォーマン

トとの協力関係を築きつつあるため、実行可能性は十分に担保されている。  

 

上記の通り、2018 年度は今後の本格的な調査研究に向けた基盤形成が中心となった。立

川砂川地域における 2017 年度以前の研究プロジェクトの歴史および今後の展望について

は、次頁の②において発表した。また今年度の調査研究を通じて得られた理論的知見およ

び今後の研究指針については③において発表し、これは 2019 年度中にシンポジウム叢書

として発行される予定である。  

 

※  こ の（様式２）に記入の、成果の公表を見合わせる必要がある場合は、その理由及び差し控え期間等

を記入した調書（Ａ４縦型横書き１枚・自由様式）を添付すること。  
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研究発表（研究によって得られた研究経過・成果を発表した①～④について、該当するものを記入してください。該当するものが多い 

場合は主要なものを抜粋してください。） 

①雑誌論文（著者名、論文標題、雑誌名、巻号、発行年、ページ） 

②図書（著者名、出版社、書名、発行年、総ページ数） 

③シンポジウム・公開講演会等の開催（会名、開催日、開催場所） 

④その他（学会発表、研究報告書の印刷等） 

 

②図書  

新原道信編著、『“臨場・臨床の智”の工房── 国境島嶼と都市公営団地のコミュニティ研

究』、中央大学出版部、 2019 年、 491 頁。（第 3 章を分担執筆）  

 

③シンポジウム・公開講演会等  

阪口毅、「移動性と領域性のジレンマを超えて― ─コミュニティ研究における時間・場所・

身体」（第 27 回中央大学学術シンポジウム「地球社会の複合的諸問題への応答」、 2018 年

12 月 8 日、中央大学駿河台記念館）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


